
 

○（参考）地方自治法施行令の改正内容 

新 旧 

第百五十八条の二 次に掲げる普通地方公共団体の

歳入（第三号、第六号及び第七号に掲げる歳入に

あつては、当該普通地方公共団体の規則で定める

ものに限る。以下この条において「地方税等」と

いう。）については、前条第一項に規定する場合

に限り、その収納の事務を適切かつ確実に遂行す

るに足りる経理的及び技術的な基礎を有する者と

して当該普通地方公共団体の規則で定める基準を

満たしている者にその収納の事務を委託すること

ができる。 

一 地方税（当該地方税に係る地方税法第一条第

一項第十四号に規定する督促手数料、延滞金、

過少申告加算金、不申告加算金、重加算金及び

滞納処分費を含む。） 

二 分担金 

三 負担金 

四 不動産売払代金 

五 過料 

六 損害賠償金（第八号に掲げる遅延損害金を除

く。） 

七 不当利得による返還金 

八 第二号、第三号及び第五号に掲げる歳入に係

る延滞金並びに第三号、第四号及び前二号に掲

げる歳入に係る遅延損害金 

第百五十八条の二 普通地方公共団体の歳入のう

ち、地方税（当該地方税に係る地方税法第一条第

一項第十四号に規定する督促手数料、延滞金、過

少申告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納

処分費を含む。以下この条において同じ。）につ

いては、前条第一項に規定する場合に限り、その

収納の事務を適切かつ確実に遂行するに足りる経

理的及び技術的な基礎を有する者として当該普通

地方公共団体の規則で定める基準を満たしている

者にその収納の事務を委託することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定により地方税等の収納の事務の委託

を受けた者（次項及び第四項において「受託者」

という。）は、納税通知書、納入通知書その他の

地方税等の納入に関する書類（当該書類に記載す

べき事項を記録した電磁的記録を含む。）に基づ

かなければ、地方税等の収納をすることができな

い。 

２ 前項の規定により地方税の収納の事務の委託を

受けた者（次項及び第四項において「受託者」と

いう。）は、納税通知書その他の地方税の納入に

関する書類（当該書類に記載すべき事項を記録し

た電磁的記録を含む。）に基づかなければ、地方

税の収納をすることができない。 

３ 会計管理者は、受託者について、定期及び臨時

に地方税等の収納の事務の状況を検査しなければ

ならない。 

３ 会計管理者は、受託者について、定期及び臨時

に地方税の収納の事務の状況を検査しなければな

らない。 

４ （略） ４ （略） 

５ （略） ５ （略） 

６ 前条第二項及び第三項の規定は、第一項の規定

により地方税等の収納の事務を同項に規定する者

に委託した場合について準用する。 

６ 前条第二項及び第三項の規定は、第一項の規定

により地方税の収納の事務を同項に規定する者に

委託した場合について準用する。 

 

 


